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１)２)
1 ．経済構造の変化と官民パートナーシップ
猪木武徳氏は，クズネッツの『諸国民の経済成長』を引用して次のように述べている。
クズネッツは，「経済構造の変化が社会の「非経済的な」諸制度（ソフト）や人々の意
識にどのような変化を及ぼしたかを論じ，特に経済→非経済という因果の流れを重視し
た。つまり，経済変動や技術革新に対して，新しい法的，社会制度的な枠組みの革新が
どのように進展していくのか，それを社会の主権者がどのように支持し承認していくの
かに，一国の経済発展が大きく依存していることに注目したのである
３)
」。
情報通信技術（ICT）の発展と経済のグローバル化は，経済構造を大きく変化させた。
通信コスト，情報コストの劇的な低下により，われわれは瞬時にして必要な情報をほと
んどただで手に入れることが出来る。企業は事業・生産部門を切り分け，可能なものは
アウトソーシングすることで，競争力を保持しようとしている。先進国経済はサービス
産業への傾斜をいっそう強め，多くの製造業部門において，比較優位は中国をはじめと
する新興工業諸国に移りつつある。こうした中，例えば，各国の法や制度は，WTOを
舞台にした自由貿易交渉を通じて「標準」への移行を余儀なくされている。
経済構造の変化にあわせて社会の仕組みも必然的に変革を迫られる。日本においても，
ICT 化，グローバル化の波は，われわれの生活を洗っている。例えば，インターネッ
トの普及による取引コストの大幅な低下，携帯電話を通じたコミュニケーションの変化，
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さらに世界中で生み出された財へのアクセスの簡便化など，その変化は容易に実感でき
る。しかし，経済制度，社会制度となるとどうであろう。バブル崩壊以来，日本経済は
いまだ長期の停滞から抜け出せないでいる。この間，日本社会の歪みは広く深く浸透し
ているように思われる。しかし，例えば，民主党が大勝した2009年 8 月の衆議院議員総
選挙の選挙戦においても，これからの日本を方向づけるような具体的な政策はついに聞
かれなかった。
未来を決めるのは「社会の主権者」としてのわれわれであるとはいえ，その未来は，
依然霧に遮られて霞んでいる。この役割を政府に求めるのは安易だが，政府がそのため
の重要なステークフォルダーであることもまた事実である。経済・社会政策の策定はも
とより，法的な枠組みづくりや各種規制の強化・緩和・撤廃も政府だけに与えられた権
限だからである。政府も新たな制度的枠組みの構築に取り組んではいるが，巨額の財政
赤字が足枷になっていることもあり，中央，地方ともその動きは緩慢である。時代の変
化に対応できる，より効率的，より効果的な行政の運営が求められている。
坂本信雄氏の著書『ローカル・ガバナンスの実証分析』（八千代出版，2009年）にお
いても，この問題意識は共有されていると言ってよいだろう。そこに流れる主旋律は，
官と民のパートナーシップに基づく新しいガバナンスの構築である。政府規模の拡大は
政府に求められる仕事の増大に呼応しているが，財政赤字の累積が政府の活動範囲を量
的に制限している現在，政府がすすんで民間の協力を仰ぐのは自明と言えよう。他方，
民間においても，NPO の興隆が物語るように，政府の知見が及ばない，あるいは手の
届かない領域が増えるに従って，身の回りの課題を自らの手で解決していこうという姿
勢が鮮明になるのは当然である。しかしそれらは，止むにやまれぬ後ろ向きの接近とだ
けとらえられるべきではない。主要なアクターのこのような変質こそが，「社会制度的
な枠組み」が「革新」していく時代にあって，「社会の主権者」がその枠組みを「支持
し承認していく」過程になるのである。
問題は，両者が同じ方向を向いて進んでいるのか，進んでいるとしたらそこに良好な
関係は生まれうるのか，また生まれるとしてもそこにどのような障害が立ちはだかって
いるのかである。本書は，地方分権，道州制，行財政改革といった形式的な議論に終始
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せず，経済構造が変化していく社会におけるローカル・ガバナンスのあり方を問うこと
を通じて，官と民の新たな関係を模索しようとする試みである。また，このような本質
的な課題に，概念論の整理だけでなく，規範的な問題設定に立脚した実証的方法によっ
て接近しようとしていることに大きな特徴がある。ともすれば掛け声だけが大きくなり
がちな地方分権論議にあって，こうした実証的アプローチは，地に足のついた議論をお
こなうために必須の作業である。この意味で，本書における著者の営みは，地方分権を
考えるすべての者に共通のプラットフォームを提供していると言えよう。
2 ．『ローカル・ガバナンスの実証分析
４)
』
序章「ローカル・ガバナンスの揺らぎ」では，公共領域の現状，および本書全体に通
底する問題意識が整理されている。バブル経済崩壊後，民間企業部門で「顧客重視」の
姿勢が鮮明になるのと軌を一にして，政府部門においても，その「顧客」である国民重
視の姿勢への転換が追求されるようになった。この背景には，国民ニーズの多様化と意
識の変化があるが，根底には，制度改革の遅れ，中央・地方政府の守備範囲の拡大と財
政の悪化といった，行政側の事情もある。しかし，より内的な動きに目を向ければ，経
済のグローバル化・自由化・情報化や，人口の流動化に伴う人々の地域社会への帰属意
識の変質が，住民側からだけではなく，行政側にとっても新しい「公共」のあり方を模
索させる動機となっていると言えよう。
第 1章「ガバナンスとソーシャル・キャピタル論の先行研究の概要」では，ガバナン
ス論，ソーシャル・キャピタル論の先行研究を紹介した後，両者の関係について論じて
いる。読者には，ここではじめて，本書の主題であるガバナンス，ローカル・ガバナン
ス，ソーシャル・キャピタルの定義が与えられることになる。
第 2節で紹介されるガバナンスの定義は，一般的・抽象的なものから，狭義のガバナ
ンスまで様々である。著者は，様々な定義に共通する認識を次のようにまとめている。
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伝統的ガバナンス
・伝統的な国家，そして政府中心の上下関係に依拠したガバナンス
・公共問題を解決するにあたっては，政府が法律や条令など公式的権限を基盤に
対処する
新しいガバナンス
・垂直的な関係だけでなく，水平的関係も含むガバナンス
・公共問題を解決するシステムは政府だけでなく，企業，NPO，市民，コミュ
ニティを含む多元的なアクターであり，それらは相互に関連し，また重層的で
ある
一般に「統治」と訳される governanceであるが，この訳は，著者のいう伝統的ガバ
ナンスには馴染むが，新しいガバナンスには馴染まない。本書では一貫して「ガバナン
ス」という言葉が用いられる。「ローカル・ガバナンス」のあり方は，したがって，県
や市町村などの地方政府が，自治会，NPO などの地域の民間組織と緊密に連絡を取り
合いながら，各種政策を企画・実施・評価することで，地域の活性化，および「公共領
域」の再構築を目指すというものである。
著者は，ローカル・ガバナンスにとって，NPO と自治会・町内会などの地縁組織の
「ネットワーク」が核心であると述べている。同じ民間の非政府組織とはいえ，理念や
目的で結ばれた NPOと，地縁で結ばれた自治会・町内会とでは，組織構造や役割が異
なる。両者を有機的に結びつけることがローカル・ガバナンスにとって必須である。こ
のような認識の下では，地域の民間組織がローカル・ガバナンスにとって如何に強力な
アクターになりうるかが示されなければならない。ソーシャル・キャピタルの先行研究
がまとめられているのはこの理由による。因みに，ソーシャル・キャピタルとは，La
Porta 他（1997）の定義によると，「社会的に効率的な結果を生み出すため，また囚人
のジレンマにみられる非効率的な非協力の罠に陥ることを避けるために社会のなかで
人々が協力する性向」である。この定義からは，血縁・地縁といったコミュニティが，
良好かつ強力なネットワークで結ばれ，協力関係の中で問題を解決していくというイ
メージが浮かび上がる。
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著者が小括で強調しているのは，「新しいガバナンス」が，これからの公共の問題を
解決していく枠組みであり，市場経済の中で，政府と市民がともに問題を解決するプロ
セスであり，システムになるという相互作用が重要であるという点である。
新しいガバナンスにおいても，政府の役割がなくなるわけではない。政府は「複雑で
多様な経済社会の舵取りを担う役割をもっており，ガバナンスを構成する重要な柱の１
つであることに変わりがない」（p.31）。第 2章「行政とガバナンスの関係」。では，新
しいガバナンスにおいても依然として重要な役割を担う政府を分析の俎上にのせている。
伝統的な官民 2元論では，「公共領域は「官」が独占する」（p.32）とされてきたが，
それは官（政府）が，「民」や「市場」より優れた知見をもつからではない。政府にと
っても将来に対する不確実性は容易に解消できない問題であり，様々なアクターが熾烈
な競争を繰り広げる中で，様々な角度から分権的に情報が集積される市場よりもこの面
に対する備えはむしろ脆弱である。「経済社会の発展や技術の進歩」，「国民のニーズの
多様化」（p.34）は，とりわけ公共財の供給において政府の制約を露呈させる。著者は，
こうした制約を打ち破り，「公共部門の効率と効果を高めるためには（中略）市場型メ
カニズムの導入」（p.35）が必要になってくると述べている
５)
。具体的には，「アウトソー
シング，官民パートナーシップ，バウチャー，受益者負担，および供給量が限られる
「公共財」など」（p.35，OECD）がその手法として挙げられている。
こうした市場化への志向とは逆に，現実には，政府の規模と民間経済への介入はこの
20年拡大し続けており，政府の肥大化が，長期的な観点から深刻な問題を生み出してい
る。2005年の『経済財政白書』は，政府支出の拡大が実質経済成長率に負の影響を与え
ることを確認しており（p.38），また政府による民間経済活動に対する規制も，全要素
生産性に対し明確にマイナスの影響を与えることが指摘されている（p.38，OECD）。
このように政府規模の縮小による「小さな政府」への動きは避けて通れないのであるが，
規制緩和や民営化への動きはスムーズとは言い難い状況である。著者は特に参入規制の
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５) ここでは特に公共財の供給が意識されているが，
遅れが目立つ分野として，医療，介護，教育，保育を挙げている。また，規制緩和が実
施されたとしても，利用者のメリットが却って低下するケース（国内航空，石油製品な
ど）も報告している。規制の分野に応じて，事後チェック型への移行，第三者評価の導
入，利用者の費用負担など的確な制度の導入が必要であろう（p.42）。
地方政府のガバナンスにおいては，なによりもまずその「行財政構造が，今なお中央
政府である国に多くを依存している」（p.44）ことが問題である。こうしたなかから，
例えば，小泉内閣における三位一体改革などがおこなわれたわけであるが，「地方自治
体が期待していたような自主的・自立的な財政運営を確保する機会にはなお多くの問題
を抱えて」いるというのが現状である。3節では，「自治体の責任において税率が決め
られるシステムが，ローカル・ガバナンスの確立の観点から」望ましい旨が主張される。
自治体のガバナンスという観点からは，市町村合併などを通じた行財政基盤の強化も
必要である。しかし，他方で，自治体規模の拡大が，地域への帰属意識の薄れをもたら
すことも懸念される。後者においては，地域自治組織の存在が，地域と行政の橋渡し役
として重要である。著者の分析では，規模20〜30万人で行政サービスは最適化され，
100万人を超えると行政サービス向上は鈍化することが明らかにされている（pp.52-53）。
しかし，市町村の適正規模は，行政権限や財政事情が大きく影響することから，都道府
県との間で適正な権限委譲のあり方が検討されなければならない。また，財政の悪化か
ら硬直的になっている財政の立て直しも急務である。
第 3章「NPM 路線の実態と課題」において，著者は，NPM（New Public Manage-
ment）の核心は，「民間企業における経営理念や手法，さらには成功事例などを可能な
限り行政運営に導入することを通じて，行政部門の効率化，そして活性化を図ることに
ある」（p.61）と述べている。NPMが関心を集める理由は，「ガバナンス機能が十分，
作用していないことが財政赤字の増大をもたらし，結果として資源配分の歪みをもたら
している」（p.61）という認識が共有されてきたからである。NPMの考え方に共通して
いる点は次の四つである：
① 市場システムの導入
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② 顧客主義への転換
③ 業績と評価を通じる統制
④ フラットな分権型組織への移行
NPMをさらに発展させた考え方に「官民パートナーシップ」（PPP）がある。NPM
と比較したときの PPPの特徴は，公共サービスの質にもこだわり，それを担保するた
めに，単純な民営化ではなく，「官と民の協働をベースとして地域の企業や NPO，自治
会などとの連携強化を通じる官民の新しい役割分担を目指している」（pp.63-64）点で
ある。
本章の 2 節以下は，「NPM手法をタイプ別に検討する」ために割かれている。
民営化のプラス面は，事業が政府の手を離れるため，意志決定や事業再編が容易にな
ることと，多様な資金調達が可能になることである。財投改革の後に郵政民営化が必然
になったのは，後者の文脈で理解できよう。マイナス面としては，利益最優先主義のた
め低廉なサービスが供給されないことなどが挙げられている。しかし，例えば近年活発
になっている社会起業家の活動などを考えると，そこに需要がある限り新たなビジネス
モデルが創造される可能性は否定できない。そうした企業は自らリスクをとって行動す
る分，政府よりも果敢かつ効率的にビジネスを展開できると考えるのが自然であろう。
PFI（Private Finance Initiative）は，設計から，建設，運営，破棄までを民間の資
金とノウハウを活用しながら実施する供給方法である。安くて質の良い公共サービス，
行政の関わり方の改善，民間の事業機会の創出といった効果が期待でき，政令指定都市
などで増加している。いっそうの導入促進には，優遇税制の適用，情報・ノウハウの蓄
積，民からのアイデア提供などが望まれる。
指定管理者制度にも，コスト削減とサービスの向上が期待されているが，行政が公募
を嫌い，また自治体出資法人などの利用が目立つため，コスト削減効果は限定的なもの
にとどまっている。
市場化テストは，第三者機関が関与することにより，公共サービスの選定，事業主体
の選定，実施後の見直しといったすべての段階において，官と民が対等な条件で競う仕
組みである。ここで紹介されている手法の中では最もラディカルな手法といえよう。し
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かしながら，実施に当たってクリアしなければならない問題が山積しており，導入は遅
れている。何より，市場化テストが認められている範囲が従来の業務委託と同じであり，
民間の創意工夫が活かされる余地は小さい。
地方公営企業，地方公社，第 3セクターなどの公的企業にあっては，リスク審査能力
の欠如，責任分担の曖昧さ（第 3セクター），チェックの仕組みが上手く機能しないな
どの問題から，経営努力を欠き，結果として赤字体質から抜け出せないでいる。
第 3章で様々な NPM手法が紹介されたが，NPMの考え方において最も特徴的なの
は，計画・実施の後に続く「評価」を重視する点であろう。そして，評価はさらにそれ
に続く計画へのフィードバックがなければ意味をもたない。第 4章「行政評価とガバナ
ンスの関係」では，こうした認識の下，行政の業績を評価する基準が紹介され，その後，
行政評価の現状と課題が述べられる。
行政の業績は次の三つのＥを基準に評価される：
① Economy（投入ロスの最小化）
② Efficiency（アウトプットの最大化）
③ Effectiveness（アウトカムの改善）
ミクロ経済学的な企業分析において①と②は不可分である。よって，比較されるべきは，
②の Efficiencyと③の Effectivenessであろう。著者の挙げる例では，職業訓練を施し
た人の数がアウトプットの指標であり，就職できた人の数がアウトカムの指標である。
公的部門においては，民間企業とは異なる Effectiveness（アウトカムの改善）が要請
される場合がある。公共財供給における公平性の確保が典型である。
行政評価には法的根拠はないが，全自治体の40％で導入されている。総務省の調査に
よれば，評価の活用方法としては，予算要求・査定が多く，定員管理の要求・査定には
あまり用いられていないという。また，行政の現場において，数字で割り切れない，効
果が不明，測定が困難などの反対意見も見られるようである。評価を活用しようとする
意欲そのものを疑わせる調査結果と言えよう。また，田中（2006）の調査として，行政
評価を導入している対象も紹介されている。これによると，事務事業レベルでは97％，
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施策レベルでは51％，政策レベルでは22％となっており，政策レベルでの評価導入がと
りわけ遅れている。これは一方で，政策それ自体が高度な判断を要するということもあ
るだろうが，背景に行政における本質的な部分での評価導入意識の低さもあるように思
われる。「日本のこれまでの行政評価は，総じて行政の改善プログラムとして寄与して
いない」という状況の改善は急務であろう。
様々に検討，改善がなされなければならないローカル・ガバナンスであるが，人口移
動はそのあり方に新たな視点を与える（第 5章「人口の変動とローカル・ガバナンス」）。
行政区分から見た場合，地域のガバナンスは，都道府県，市町村の境界線で明確に分け
られた内部で検討される。ガバナンス論において人口移動が吟味されなければならない
のは，ひとつには地方から都市への人口移動や外国人の増加が，既存のコミュニティの
あり方を変容させる可能性があるからであり，また，特に大都市圏で多く見られるよう
に，昼間人口と夜間人口の差が，公共財の受益と負担に乖離を生み出すからである。後
者については，第 7章で再び取り上げられる。
近年の傾向として著者が挙げるのは，セカンドハウス，別荘，学生，単身赴任などに
典型的な，住民票の提出を伴わない非定住者の増加である。非定住の形態にもよるが，
ここでも公共財の受益と負担の乖離が問題になる。
第 6章「住民参加と協働の実証分析」における著者の回帰分析によると，行政革新度
を示すいくつかの指標の中で，最も高い係数を示しているのは市民参加度である。つま
り，「市民参加が活発である自治体」は，結果的に「行政革新度を高めている」（p.123）
のである。
この指摘は重要である。本書評第 1節でも述べたが，経済構造の変化に呼応して，政
府も民間もそれぞれの立場において社会の問題を解決していくが，こうした動きが互い
にかみ合わなければその効果にも限界がある。しかし，もしここでの分析結果が頑健な
ものであれば，市民参加と行政の革新には何らかの相関関係が存在することになる。こ
の分野において，このことがどれだけ研究されているかは明らかではない。また，著者
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もこの先に議論を進めていない。しかし，より重要なことは，こうした市民参加と行政
革新の正の相関が，経済のパフォーマンスにどのような影響を与えるかである。この点
は，より深く検討される必要がある。
住民がガバナンスに参加していく対象は，行政（審議会，パブリック・コメント，住
民運動など），議会（請願・陳情，公聴会参加など），コミュニティ（自治会・町内会，
青年会，婦人会など），NPOの 4つである。例えば，行政が提供する公共サービスに住
民が参加するという場合，参加の仕方は，原理的には，「計画・決定（政策形成）」「執
行（政策実施）」「評価（政策評価）」のすべてに渡ることを意味する。住民参加の高ま
りによって，住民の参加は「政策形成から政策実施，そして政策評価へ」と移ってきて
いる（p.124）。著者は，住民の自己決定，公共サービスの目標や規範の確立に資すると
の観点から，このプロセスの中でも特に政策評価における住民参加を重視している。
協働という比較的新しい概念には，文字通り官と民のパートナーシップの下で公共を
担うという意味が含まれる。協働が推進されるためには，「協働の主体が自立している
こと」「行政がお互いの立場や特性を認め合い，対等な立場で連携すること」が必要で
ある（p.132）。
住民参加と協働はともに，近年増加傾向にある。行政の成果主義・顧客志向の高まり，
コストの削減，職員の意識改革によって行政評価を導入する自治体は増加している。こ
れと軌を一にして住民参加度も高まっている。また，「ほとんどの自治体が何らかの形
で協働に関わって」おり，その数も年々増加している（p.134）。
住民参加が活発化するためには，情報の公開が前提になる。情報公開には，官と民で
の情報共有や，住民参加の実質的効果を高めるという長所があり，実際，情報公開条例
の制定率は年々上昇している。情報公開と住民参加の関係は必ずしも明らかではないが，
著者は，「透明度」を情報公開の代理変数として，これと住民参加の関係を検証し，緩
やかではあるが正の相関を見いだしている。
住民参加のもたらす効果について，著者は，ソーシャル・キャピタルの醸成を指摘し
ている。著者による住民参加度と市民活動の活発度の関係をしらべる分析では，両者に
正の相関が見いだせる。
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第 5章でも触れたとおり，「非居住者の存在は，公共サービスの受益と負担に関して
（中略）乖離をもたらしている」（p.147）。昼間人口と夜間人口の差，住民票の提出を
伴わない移動といった現代的なライフスタイルは，受益者負担のあり方に再考を迫って
いる。第 7章「受益者負担の実証分析」ではこの問題に切り込んでいる。
現行の制度は，住民移動を想定したものではないので，非定住者には住民税は課せら
れない。非定住者を多く抱える自治体ほど公共サービスの受益と負担に乖離が生じるこ
とになる（非居住者が固定資産を保有している場合に限って，固定資産税に加えて住民
税も課される）。このため，自治体では法定外課税が検討されることになる。熱海市の
「別荘税」，東京都が検討した「ホテル税」「パチンコ税」「昼間流入人口等への課税」
などである。
受益者負担の観点から著者が特に問題にするのは準公共財である。準公共財は「個々
人が必要に応じて利用するという選択的サービスの形態をとっている」（p.152）ことが
多く，具体的には，「高速道路，高等教育，医療，保育所，保養施設，スポーツ施設な
どである」（p.153）。準公共財は，その性質から租税負担と受益者負担（使用料・手数
料など）の両方で賄われるが，問題はその適正な配分である。租税負担が大きくなると
受益と負担の原則から遠のくことになり過剰消費の懸念が生まれるが，逆に受益者負担
が過大になると，事実上私的財の取引と同じになり，公的に供給される意味がなくなる。
当然，この比率は供給されるサービスの内容によって異なる。
7 章ではこの観点から，受益者負担に関わる有料化の問題，手数料・使用料と地方
税・地方交付金の関係が検討される。また，5 章で扱われた非定住者の問題についても，
住民と非居住者の間の料金格差の実態について検証結果が報告されている。スポーツ施
設，会館等施設で格差を設けている場合が多いが，その格差は「必ずしも明確な基準で
設定されていない」ため「適正さを欠い」たものと言わざるをえない（p.161）。
市町村合併を契機に住民負担の見直しもおこなわれている。日常の生活圏が行政区域
を越えている場合，合併は受益と負担の適正化に資するといえよう。しかしこれがどの
程度適正であるかは，結局は，地方公共財それぞれの便益が及ぶ範囲の大小に関わる。
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「道州制」導入の議論においても，公共財に関するこの観点は精査されなければならな
いであろう。
寄付制度も地方を活性化するためのひとつの手段となりうる（第 8章「寄付制度と地
方自治体の関係」）。地方自治体の財政基盤の弱さや，NPO団体などの資金力の弱さを
勘案すれば，こうした方向性が志向されるのは当然のことといえよう。しかしながら，
米国の寄付額約27兆円に対し，日本のそれは僅か 8 千億円程度でしかない。こうした差
が生まれる大きな理由は寄付への優遇制度の違いである。例えば，住民税の控除に適用
される寄付金の下限額は10万円と高く，これが他の先進国に比べ個人寄付額が低迷して
いる理由のひとつと考えられる。「ふるさと納税」は納税者が自発的に住民税の一部を
「ふるさと」に納めることを認めた制度であるが，これは事実上，地方公共団体への寄
付と考えられる。したがって，日本の寄付優遇制度を抜本的に改革する可能性を秘めて
おり，著者もこの制度に肯定的である。この制度の導入により民間向け寄付がしわ寄せ
を食うのではないかという議論に対しても，「民間側非営利団体」が「寄付募集に向け
て積極的に取り組むことになり，新たな寄付者の掘り起こしに繋がるかもしれない」と
楽観的であるが，明確な論拠は挙げられていない。「ふるさと納税」については，著者
も引用しているように，多くの批判がある。神野（2007）は，財政民主主義，受益者負
担，コミュニティの崩壊，管理コスト，歳入見通しの不確実性拡大などの理由から批判
している。この制度は，言わば地方自治体間の税移転という「飛び道具」であり，中央
政府の権限にいっさいひびが入らないという意味で，評者には，地方分権回避的な要素
を多分に含んでいるように思える。本筋は，適正な税源移譲に基づく地方分権であろう。
第 9章「地縁組織とソーシャル・キャピタルの関係」では，「自治会・町内会の実態
を踏まえて，ソーシャル・キャピタルの関係から，その役割」が検討される。
自治会・町内会への加入率は地域でかなり異なるようであるが，時系列の調査を実施
している横浜市では1980年の91％をピークに2005年には85％に下落している。宮崎県で
も1999年の83％から2007年には76％まで落ち込んでいる。この理由として著者は，近隣
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関係の希薄化を指摘する。
自治会・町内会への加入率の低下は，ソーシャル・キャピタルの蓄積において問題を
生じさせる可能性がある。ペカネン（2006）は，自治会・町内会がソーシャル・キャピ
タルの蓄積に貢献していると指摘している（pp.190-191）。また，著者の実証分析でも，
地域の不安度（火災，交通事故，刑法犯罪）とソーシャル・キャピタルには緩やかなが
ら逆相関の関係があることが確認されている。
本章の最後には，地縁団体と NPOの関連が述べられている。地縁団体と行政，NPO
と行政では，それぞれ高い割合で協働が実現しているが，地縁団体と NPOの関係はそ
れほど密になっていない。むしろ，辻中他（2007）が指摘しているように，両者には競
合関係がある。このことは両者の協働が不可能であることを意味するわけではない。
終章「ローカル・ガバナンスの検証」では，本書の前提となる現状が簡潔に述べられ
た後，本書各章の要点を再度強調し，まとめとしている。
3 ．経済成長とガバナンス
本書は著者のこの10年にわたる研究の成果を 1冊にまとめたものである。評者なりに
本書の特徴を挙げると，以下の 3 点になろう。
まず，広範囲にわたってローカル・ガバナンスに関するトピックスを紹介している点
である。最近では，地方分権という言葉自体が一人歩きしている感があるが，本書によ
って，読者はローカル・ガバナンスに関する様々な論点を知ることが出来る。こうした
論点の整理が重要なのは，それによって政策レベルの議論に具体性が加味されるという
点であろう。例えば，第２章「行政とガバナンス」において，著者は自治体の最適規模
を，費用と便益のトレードオフという観点から割り出している
６)
。こうした視点は，道州
制のような根本的な地方分権改革を議論する際には不可欠である。どういった種類の費
用をどこまで負担し，どのような便益をどこまで享受するのかを，ある程度定量的に把
構造転換，経済成長とガバナンス（槙) 89
６) こうした手法は，国際経済学でも用いられ，住民へのサービス供給や民主的な合意形成の問
題を扱う際に有用な分析道具となっている（Alesina and Spolaore (2003)）。
握することなしに，望ましい道州の規模は決定できない。
本書の第 2の特徴は，各章で紹介され，また著者自身によってもおこなわれている実
証分析である。データの制約が大きく，実態を完全に解明するというところまで至って
いない部分も見受けられるが，大方において著者の主張を裏づける結果がえられている。
広範なトピックス整理は，ともすると網羅的でまとまりのない印象を与えがちであるが，
各所で示されている実証分析の結果によって，内容に厚みが増し，読者は，具体的なイ
メージをもちながら各章の論旨を追っていける。また，データがあることで先にも触れ
た政策論にも具体性が加わっている。
本書の第 3の特徴は，著者の民間主体への期待感である。著者も強調するように，新
しいガバナンスにおいては，政府と民間の対等なパートナーシップが極めて重要である。
しかしながら，行政を担ってきた長い歴史をもつ政府に比べ，民間サイドにそうした経
験の蓄積は乏しい。NPO団体だけでなく，地縁組織やソーシャル・キャピタルに関す
る議論に多くの項が割かれているのは，そうした現状に対する著者の危機感のあらわれ
であろうが，同時に，民間の活力が活かされてこそはじめて新しいガバナンスが完成す
るという著者の期待のあらわれでもある。
総要素生産性（TFP）を計測した研究を数多く見かけるようになった。一様に，
1990年代以降，日本のTFP上昇率がそれ以前の70年代，80年代に比べ大きく低下した
という結果を得ている
７)
。経済が発展するに従って経済成長率が低下していくというのは
一面事実である。日本の場合も，60年代までの高度経済成長，70年代以降の安定成長，
そしてバブル経済崩壊後の低成長と，この物語に則した変遷を遂げている。しかし，例
えば，同じように経済が成熟した米国においては，70年代以来低下し続けていた TFP
が90年代後半に大きく上昇したことが確認されている。IT 革命は，単に，情報通信技
術をオフィスや作業現場に導入するということではない。米国経済は，IT 化を契機に
企業組織や産業構造そのものを大きく転換することに成功し復活したのである。
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７) 例えば，林（2007），香西他（2008）所収の諸論文。
翻って日本を眺めれば，バブル崩壊から間もなく20年がたち，また不良債権処理問題
からの脱却後およそ 5 年を経たにも関わらず，経済が活力を取り戻したという実感はな
い。日本経済の抱える問題点は数多く指摘されている
８)
。少子高齢化や財政赤字の拡大，
中央と地方の格差といった長期的あるいはマクロ的な構造問題の他に，産業内・産業間
レベルでも，サービス産業の低生産性，硬直的な労働市場，農業の保護，製造業への依
存等々。各々の問題は各個あるいは総合的に分析・解決されなければならないが，多く
の問題の背後には，様々なレベルで「ガバナンスの揺らぎ」とでも言える現象が潜んで
いる。
例えば，日本においても産業の IT 化は着実に進んできたが，その果実は日本経済に
広く行き渡っていない
９)
。近年の技術進歩の速度は極めて速く，多くの産業において，従
来のインテグラル型からモジュラー型へと生産構造の転換が進んでおり，企業には，費
用と便益を考慮した上で，地球規模で最適な立地選択をおこない，かつ高低様々なレベ
ルから最適な技術を選択することが求められている。こうした時代にあっては，日本企
業が得意としてきた高度かつ精密な技術力だけでは，世界規模の競争に打ち勝つことは
難しい。石井淳蔵氏の言葉を借りれば，既存の「技術，販売網，人材を利用して，一歩
ずつ尺取り虫的に伸ばしていく」やり方では，変化の速度に追いつくことは出来ないの
である。「跳ぶ」ことの出来る企業経営と，それを実現するための新たな企業組織，す
なわちガバナンスの変革が必要である
10)
。
他方，経済・産業レベルにおいてもガバナンスの変革は喫緊の課題である。日本の
TFP上昇率がなかなか回復しない大きな理由は，著者も指摘するように，政府による
様々な規制が資源の効率的利用を妨げているからである。例えば，労働市場では，厳し
い解雇規制が敷かれている結果，低生産性部門から高生産性部門への速やかな労働移動
がおこなわれていない。このため生産性の上昇は一部の産業に限られ，結果として，日
本全体の生産性は伸び悩んでいる
11)
。サービス分野も同様である。OECD（2008）は，小
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８) 例えば，OECD（2008）（2009）。
９) 宮川他（2008）。
10) 淺羽（2008）。引用は石井（2009）より。
11) 宮川他（2008）。
売り，エネルギー，運輸，ビジネス・サービス，医療，教育分野における規制を緩和し，
競争を促進する必要性を説いている。
従来，日本の産業政策の主流は，政府がその時々の成長分野（と思われる産業）を選
び，そこに資金を投入していくというスタイルであった。しかし，グローバル化，IT
化が急速に進展している現在，政府がそのようなターゲティング政策で経済を活性化す
ることは不可能である。政府がおこなうべきは，市場メカニズムによる資源配分の効率
性を信頼し，民間企業がその活力を最大限に発揮できるようなフレームワークを作るこ
とである。言い換えれば，官による統治という認識を改め，民による生産性向上のため
のパートナーになるという新しい認識の下，官民の協力による新しいガバナンスを構築
することである。
官による統治はこのようにすでに時代にあわなくなってきたが，日本における官民の
協力に基づくガバナンスは，経済分野でも行政の現場でも，また中央でも地方でもいま
だ確立していない。経済分野では，郵政民営化に代表されるように，徐々にではあるが
規制緩和による競争の促進が図られている。行財政分野にあっては，2000年に施行され
た地方分権一括法によって地方行政が国の機関委任事務から自治事務へと移行し，また
小泉内閣の三位一体改革によって中央から地方への税源委譲が実現（不十分なものにと
どまったが）するなど，こちらもゆっくりとではあるが歩みを進めている。
既に見てきたように，本書は，地方（ローカル）の視点から官と民の新しい関係（ガ
バナンス）のあり方を考察している。一口に官と民の関係といっても，その意味すると
ころは様々であるが，本書の関心は，主に，変化する経済社会の中における官と民の関
係そのものの実態を把握し，その発展の経緯，将来の見通しを描くことにあった。いわ
ば，官民協力の枠組みについて，あり得る可能性を探るというのが本書のスタンスであ
る。したがって，例えば先に述べた生産性や成長率といったマクロ経済的分析に多くの
項が割かれていたり，規制の経済効果などが詳細に分析されていたりするわけではない。
従来，官の仕事とされてきた領域に，民がどのように入り込み，どのような成果を上げ
ているか，また，官と民のパートナーシップのためにはどのような課題が克服されなけ
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ればならないかを検討している。さらに，民の行政への浸透が民自体の発展にどのよう
に寄与するかを，ソーシャル・キャピタルとの関連で論じている。評者には，そのよう
な変化が，経済社会に与えるインパクトについてより突っ込んだ議論・分析に関心があ
るが，本書が描く官と民の協力のありかたの変容は，それ自体官に対して行政の本来の
目的―民の力を活かし，民の厚生を増大させる―を再認識させる契機となり得る。この
意味で，本書は，ガバナンスの変革が経済社会に与える効果を分析する際の出発点，経
済学的にいうとミクロ的な基礎を与える。マクロ経済学を専門とする評者にとっても有
益な一冊と言える。
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